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【論　　文】

首都圏アンダークラスのメンタルヘルス
── 「非正規雇用者の基幹労働化」の帰結 ──

片　瀬　一　男・浅　川　達　人

1.　問題の所在

1.1.　アンダークラスの増加

バブル経済の崩壊から 20数年たち，いわゆるロストジェネレーションでも初期の者は，

40歳代を迎えようとしている。非正規雇用で就労した場合，そこからの脱出困難性（橋本 

2013）あるいは非正規雇用から正規雇用への移動障壁の高さ（中澤 2011, 2017）1ゆえに，近

年は中高年の非正規労働者の増加が著しい。図 1には，25歳から 34歳，35歳から 44歳の

  1  　これに対して，中澤（2017）は，非正規への滞留をもたらす要因を「働き方とライフスタイルの変
化に関する全国調査（JLCP）」のパネルデータをもとに男女別に分析し，非正規からの脱出を可能に
する施策を検討している。それによると，男性では加齢が脱出を困難にする一方，数年程度の就業
継続が正規雇用への移行の可能性を高めるという。これに対して，女性では同じ非正規でもパート・
アルバイトより，派遣・請負の方が非正規を継続する傾向が強いという。また，継続勤務は男性と
逆に非正規からの脱出を妨げるが，教育や蓄えられた知識・技能が正規雇用への脱出を促進すると
される。ここから中澤（2017 : 133-137）は，男性では比較的高齢の非正規労働者への支援を行うこと，
女性ではとくに未婚女性の就労経験を評価する制度をつくるとともに，高卒以下の女性への特別な
サポートを行うことを提案している。

図 1　年齢別非正規雇用率の推移
出典 : 労働力調査（1988年-2001年は 2月，それ以降は 1-3月の平均）
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年齢層について，非正規雇用率の推移を示した。これによると，とくに 25歳から 34歳で

2000年代前半に非正規雇用者の増加が著しく，またどちらの年齢層でも 2000年代後半で増

加が頭打ちとなったが，それでも 2017年の時点で 25歳から 34歳の 26%，35歳から 44歳

の 28%が非正規雇用にある。

橋本 （2013 : 257-259）によれば，こうした中高年の非正規労働者は，労働者階級の最下

層にあるというより，伝統的な「労働者階級」以下の存在 ── 階層構造の外部にあって，

その脱出困難性ゆえ「アンダークラス」という性格を帯びるという。「アンダークラス」とは，

もともとミュルダール（Myrdal, 1963=1964）によって唱えられたが，その後は「社会的排除」

との関わりでも論じられるようになった。すなわち，バラとラペール（Bhalla and Lapeyre, 

2004=2005）によれば，アンダークラスという用語はミュルダール（Myrdal, 1963=1964）

によって提唱された当初は，構造的失業によって豊かな社会の成果の配分にあずかっていな

い人々の存在を示すものであった。これに対して，1980年代のアメリカにおいては，「貧困

の文化」に注目した保守主義者が，貧困の原因を勤労倫理や意欲を低下させて福祉に依存す

る文化的要因に帰属させ，こうした依存的文化が浸透した貧困層をアンダークラスと呼んだ。

他方，この時期，アメリカでは自由主義の立場からインナーシティにおける貧困層（いわゆ

るゲットーにすむ下層階級）をアンダークラスと呼び，それが成立した原因を経済的要因と

りわけ都心の製造業の衰退に結びつける議論も登場した。他方，1990年代のイギリスでは，

階級論の視点からアンダークラスが位置づけられた。ここでは，新自由主義による市場化の

もとで，労働市場への参加から構造的に排除された長期失業者を指すものとしてアンダーク

ラスという用語が用いられるようになった。この場合のアンダークラスは，労働市場から排

除されているという意味で階級図式の枠外にあるものとされ，橋本（2013, 2018）のいうア

ンダークラスも，脱出困難性を強調する点で，この用法に近い。同時にこうしたアンダーク

ラスへの構造的アプローチは，アメリカの自由主義とも異なり，人種差別の観点や空間的な

集中性といった規定を欠く代わりに，長期失業による労働能力や社会参加，政治的権利の剥

奪といった不利益の累積過程まで視野に入れるので，フランスに起源をもつ社会的排除にも

近い。実際，橋本（2017）はまた，エプスタイン =アンデルセン（Epstein=Andersen 

1999=2000）などを引きながら，先進諸国で同様に出現してきた貧困階級に様々な名称が与

えられてきたが，この階級を示す名称としては英米圏でいう「アンダークラス」がもっとも

的確であるとしている2。

  2  　ただし，橋本（2017）によれば，「アンダークラス」概念をめぐっては，依然として理論的に次の
ような問題が残されているという。第一に，アンダークラスは労働者階級の一部なのか，それとも
労働者階級とは区別される存在なのか，あるいは階級とは別の基準によって識別されるものなのか，
第二にアンダークラスは現在の先進諸国に固有の存在なのか，産業資本主義に共通するもの，さら
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1.2.　非正規雇用の「基幹労働化」

さらに，日本では近年の企業の人事管理方針の転換により，非正規雇用者の「基幹労働化」

が進んだとされる（津崎 2009）。この非正規雇用者の「基幹労働化」は量的なもの（長時間

労働）と質的なものに分けられる（本田 2004）。質的基幹労働化はさらに，多様な単純労働

を割り当てられる「多能的基幹化」と，レベルの高い職務を長時間続ける「高度基幹化」に

分けられる。そして，前者がパート主婦に割り当てられるのに対して，後者は 35歳以上の

中高年非正規労働者に割り振られるという（津崎 2009）。とくに 1990年代以降は，高度基

幹化にあたる管理業務や指導・育成業務，非定型的な判断業務などが非正規雇用者に割り当

てられるようになった，とされる（武石 2006）3。

こうして基幹化した非正規労働者は，意思決定の余地（コントロール）を欠いたまま，要

求度が高い基幹労働を担うという点で，仕事の「要求度-コントロール」モデル（Karasek 

and Theorell, 1990）でいうストレインの高い状態にある。すなわち，カラセクら（Karasek 

and Theorell, 1990）のモデルでは，仕事のストレインの高さを，仕事の「要求度」の高さと

「コントロール」の高さの組み合わせからとらえ，仕事の「要求度」が高いにもかかわらず，

「コントロール」（意思決定の裁量の余地）が低い仕事の条件を「高ストレイン」の仕事と呼

んだ。そして，こうした仕事の条件がメンタルヘルスの悪化（特に抑うつ傾向の高さ）をも

たらすことを明らかにした。

日本でも井上ら（Inoue, et al., 2010）が 2007年に厚生労働省が実施した国民生活基礎調査

のデータをもとに，職業，労働契約（従業上の地位）および企業規模がメンタルヘルスに及

ぼす影響を検討した。この研究ではカラセクらの仕事の「要求度-コントロール」モデルは

には通歴史的な存在なのか，という問題である。これに関して，橋本（2017）によれば，まずアンダー
クラスは，ある社会の下層階級のなかでも下層階級としての最低限の要件に欠ける部分があるため
に，とくに貧困な状態にある者を指す。現代の非正規労働者は，労働者階級の一部ではあるが，労
働力の販売を安定的にできないか，またもしできたとしてもその価格が再生産費を大きく下回る存
在である。この点で，アンダークラスは労働者階級の本来的な要件を満たしていない。またアンダー
クラスは労働者階級に限定されず，近代日本における都市雑業層─この実態については武田（2017）
参照─や小作農は旧中間階級の一部でありながら，所有する生産手段が量的に少なかったり，他者
から借りた生産手段（土地）によって生産を行っているために貧困状態に置かれることになる。し
たがって，「現代のアンダークラスは労働者階級の一部でありながら，労働力を安定的に販売できる
正規労働者階級とは区別される 1つの階級内分派であり，少なくとも近代資本主義社会には共通に
みられるアンダークラスの，現代的形態である」（橋本 2017 : 5）と規定されている。

  3  　津崎（2009）によれば，こうした非正規の基幹化が進行した背景について，従来の研究（小野 
2001 : 武石 2006）は，企業の経営および人事管理方針の変更，すなわち「脱熟練化」（POSシステム
の導入などによる標準化・機械化によって業務を簡単なスキルでできるようにすること）や「教育・
評価の工夫」（非正規労働者にも教育や評価を通じて技能向上や勤続のインセンティブを与えること）
によって説明してきた。これに対して，津崎（2009）は，こうした企業側の要因よりも，非正規労
働者の多様化，すなわち従来の家計補助的なパートタイム労働（いわゆるパート主婦）に加えて，
新規学卒時に非正規雇用に就労した者（いわゆるフリーター）がそのまま非正規雇用に滞留したこ
とに着目し，小売業界での調査を通じて，非正規雇用の多様化がその基幹化をもたらしたことを指
摘している。
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明示的に用いられていないものの，男性労働者においては，年齢を統制しても，正規雇用に

比べてパート・アルバイト（週労働時間が 40時間未満の者），女性労働者においては契約・

派遣労働者において抑うつが多くみられた，という。これに対して，職業や企業規模には一

貫した影響がみられず，日本の労働者のメンタルヘルスを規定する要因としては正規-非正

規がより基底的な要因となるとしている。

本稿の目的は，仕事の「要求度-コントロール」モデルを用いて，非正規雇用の基幹化が

アンダークラスのメンタルヘルスを悪化させるメカニズムを探ることである。というのも，

非正規雇用の基幹化がもたすものは，「要求度-コントロール」モデルからすると，非正規雇

用というコントロールが低い条件下で基幹労働という要求度の高い仕事を要求されること

で，ストレインがいっそう高まり，メンタルヘルスが悪化すると予想されるからである。

2.　データと方法

今回の分析には 2016年に行われた「首都圏住民の仕事・生活と地域社会に関する調査」デー

タ（橋本 2017）を用いる。この調査の目的は，「質問紙調査データの分析を中心とする階級・

階層研究の方法と，都市社会学の社会地区分析の方法を接合することにより，大都市部にお

ける格差拡大と分極化の進行過程と，これが生み出しつつある諸問題の構造を明らかにする

こと」（橋本 2017）にあった。実際，日本社会では，多くの論者が指摘するように（橘木

2006 : 苅谷 2007 : 山田 2004），1990 年代初頭のバブル経済の崩壊後，急激に経済的・社会

的格差が拡大してきた。この格差拡大は，個人間・世帯間，階級・階層間の格差拡大ととも

に，地域間格差の拡大をともなっていた。ただし，この地域間格差の拡大は，都道府県間に

おいて格差が拡大したというよりは，都市分極化 ── 都市または都市圏内部での格差拡大

という形態で進行してきた。実際に首都圏では，市区町村間の格差が拡大し，新中間階級の

多い地域と労働者階級の多い地域の分化が顕在化しただけでなく，富裕層が周辺部で減少す

る一方で都心への集中が進行するなど，分極化の傾向が明確になってきた（豊田 2007, 

Asakawa 2016）。

本稿ではこうした大都市圏における格差の拡大において，もっとも基底的と考えられる「健

康格差」（Kawachi and Kennedy 2002=2004 ; 川上・橋本・近藤 2015）にフォーカスして，

首都圏アンダークラスのメンタルヘルスを悪化させる条件を明らかにすることを目的として

いる。

そのため，本調査では，市区町村別の所得統計と国勢調査のメッシュ統計を併用して，都

心（東京駅）から半径 60 km内の地域メッシュ別の平均所得と所得分布を推定するとともに，
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社会－地区分析（倉沢・浅川 2004，浅川 2017）を行なった。さらに，ここから得られた 16

の地域類型を層として選んだ 50のメッシュから 20～69歳の調査対象者を抽出し，2016年

7月から 10月にかけて，「首都圏住民の仕事・生活と地域社会に関する調査」を実施した。

有効サンプル数は 5,631人，有効回収数は 2,351人であったので，有効回収率は 41.8%だった。

なお，本稿の分析では，中高年のアンダークラスにおける基幹労働化を問題にするため，年

齢層は 35～59歳に絞った（この中には既婚のパートタイム女性，いわゆるパート主婦は含

まれない）。

メンタルヘルスに関しては，抑うつ傾向（ディストレス）を測定するためにケスラーら

（Kessler et al. 2002）が考案した 6項目からなる尺度 K6の日本語版（Furukawa et al. 2008）

を用いた。また，仕事の条件としては「要求度-コントロール」モデルからストレイン（要

求度とコントロールの比）を計算した。なお，以下では中高年の非正規雇用者における基幹

労働化を明らかにするために，階級分類は橋本（2017, 2018）による階級分類（資本階級・

新中間階級・旧中間階級・主婦パート・アンダークラス）4を用いた。さらに，この階級によ

る分析を踏まえて，産業領域によっても抑うつに差異があるか，また産業が抑うつを規定す

るメカニズムにどのように関与しているかについて，マルチレベルモデル（混合モデル）に

よって検討する。というのも，抑うつをもたらす労働時間の長さには産業による違いがある

ことが報告されている（長松 2008 : 2011）からである。これによって，労働者のメンタル

ヘルスは，個人的要因を超えたメゾレベル（組織）やマクロレベル（産業）の変数も含んだ

モデルによって説明される必要性を明らかにしていきたい。

3.　非正規雇用者の基幹労働化

まず非正規雇用者の量的基幹労働化の実態を確認するために，図 2には，非正規雇用者の

週労働時間の分布を男女別・年齢層別に示した。これによると，35～59歳の男性非正規雇

用者で，法定労働時間の週 40時間を超えて働く者は 68%にのぼり，量的基幹化が著しい5。

また図 3では，質的な基幹化のうち「高度基幹化」の指標として中間管理職（課長以下の

役職）についている率を男性について正規・非正規雇用にわけて年齢層別にみた。この図か

らは，40歳以上では中間的管理職は，正規雇用の者で多いが，35-39歳では両者に差はなく，

  4  　ただし，旧中間階級（自営業・家族従業者）は仕事のコントロールの一部が測定できなかったため，
またパート主婦も家計補助的就労をしているなど，他とは異質な性格をもつため，この 2つの階級
を除いて分析を行っている。

  5  　全年齢層対象にした分析からも，週平均労働時間は 36.3時間と他に比べれば短いが，実際には全
体の 50.9%までが週 40時間以上働いており，「労働時間の上でフルタイムと変わらない人が過半数
である」（橋本 2017）とされる。
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とくに若い世代で質的にも基幹化が進んでいることがわかる。

4.　非正規雇用者のメンタルヘルス

4.1.　階級別にみたメンタルヘルス

他方，K6で測定した抑うつ傾向の平均スコアについて階級間で比較したところ（図 4），

分散分析の結果からも，階級間の K6スコアの平均値の差は有意であり（F=9.52, df=4,1445, 

p<0.05），多重比較をすると 5%水準でみて他の階級に比べてアンダークラスで有意にディ

ストレスが高かった。K6の場合，スコアが 5点を超えると「心理的ストレス反応」がある

と判定される（川上 2011）。この基準からみてもアンダースコアで「心理的ストレス反応」

がある者は 46.6%にのぼり，資本家階級（38.4%），新中間階級（36.9%），労働者階級（42.9%）

図 2　年齢・男女別にみた非正規労働者の週労働時間の分布

図 3　年齢・従業上の地位別にみた中間管理職率（男性）
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のいずれも上回っている。

4.2.　抑うつ傾向の規定メカニズム（1）: 個人レベルの分析

そこで，この抑うつ傾向を従属変数とし，階層的重回帰分析を行った。まず性別（男性ダ

ミー）・年齢・階級ダミーを独立変数とした重回帰分析を行ったところ（表 1，モデル I），

年齢や性別をコントロールしても，アンダークラスに属すること（階級ダミー変数の基準は

資本家階級）は抑うつ傾向を有意に高めていた。ただし，年齢も有意な負の効果をもち，年

齢が若いほどディストレスも高いことがわかる。さらに，モデル IIで仕事の「要求度-コン

トロール比」を追加すると，アンダークラスの効果は有意ではなくなり，また年齢の効果も

消えて，「要求度-コントロール比」のみがディストレスを高めていた。したがって，モデル

Iにみられた年齢およびアンダークラスの効果は，仕事の「要求度-コントロール」に媒介さ

れるものであった。すなわち，アンダークラスであるほど，また年齢が若いほどストレイン

図 4　階級別にみた抑うつ傾向（K6スコアの平均値）

表 1.　抑うつ傾向の規定因 :階層的重回帰分析

独立変数 モデル I モデル II モデル III モデル IV

男性ダミー －0.014 　 －0.012 －0.025 0.001 　
年齢 －0.088 ＊＊ －0.054 －0.060 －0.079 ＊＊

新中間ダミー 0.004 －0.070 －0.034 －0.067 　
正規労働者ダミー 0.067 0.012 0.049 －0.003 　
アンダークラスダミー 0.092 ＊＊ 0.063 0.114 ＊＊ 0.024 　
要求度-コントロール比 0.284 ＊＊＊

要求度 0.195 ＊＊＊

コントロール －0.223 ＊＊＊

調整済 R2 0.014＊＊ 0.091 ＊＊＊ 0.047 ＊＊＊ 0.059 ＊＊＊

注）　＊＊p<0.01　＊＊＊p<0.001
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が高く，それによってアンダークラスの者や若年層のディストレスが高くなることになる。

他方，モデル IIIとモデル IVでは，要求度とコントロールを別個に入れると，いずれの効

果も有意となったが，アンダークラスの効果が有意でなくなるのはコントロールを投入した

場合のみであった。このことから，アンダークラスであることがメンタルヘルスの悪化に及

ぼす効果は主として仕事のコントロールの低さに媒介されるものであることが示唆された。

また要求度を階級別に比べると（図表略），アンダークラスで最も低く，非正規の質的基幹

化でも，高度基幹化はまだ部分的にしか進行しているにすぎない。その結果，コントロール

も低くなっているとも考えられる6。

4.3.　抑うつ傾向の規定メカニズム（2）: 産業レベルの分析

以上の分析から，仕事のコントロールの低さ，すなわち自律性の低さが，メンタルヘルス

の悪化を招来していることがあきらかになったが，この仕事における自律性の低さはまた，

「強いられた」長時間労働に結びつき，これを介してメンタルヘルスの悪化をもたらしてい

る可能性もある。たとえば，2005年の SSM調査データをもとに仕事における自律性と労働

時間との関係を分析した長松（2008）は，男性においてのみ，仕事の自律性や働き方の自律

性がないほど労働時間が長いこと，また仕事の自律性や働き方の自律性が企業規模や職業階

層を労働時間に媒介する効果は，産業や職業階層などによって異なることを指摘した。すな

わち，専門・管理職，販売職では，仕事の自律性は，長時間労働を抑制していたが，産業が

運輸，卸売・小売り・飲食店であるほど働き方の自律性が低く，それによって労働時間を長

期化させていた。

さらに長松（2011）は，マルチレベル分析によって産業が労働時間に及ぼす効果を分析し，

賃金率が低く，非正規率が高い産業で正規雇用の労働時間が長いことを明らかにした。これ

は 1つには，産業という企業活動の環境が労務戦略の違いを通じて，労働時間に影響を与え

ている（たとえば生産性が低いために賃金率の低い産業では，利益を上げるためサービス残

業の恒常化にみられるように長時間労働になる）とも考えられる一方で，2つには非正規労

働の活用状況の影響で，非正規雇用が多い職場で正規労働者に仕事が集中する傾向が，サー

ビス業や小売業といった産業で増えていることも考えられるという（長松 2011 : 109-110）。

ここから，長松（2011）は，これらの条件が長時間労働を「選択」させる「不平等な」条件

となっていると指摘する。

  6  　流通サービス業におけるパートタイム労働者の基幹労働化について検討した西野（2006）もまた，
職務内容ではパートタイマーの基幹労働化が進んでいるものの，責任の範囲や要求度（プレッ
シャー），時間的拘束性の点では，基幹化が限定的であることを指摘している。
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こうした長い労働時間（週労働時間が 50時間を超えること）が，努力と報酬の不均衡を

増大させ，抑うつ傾向を強めることは，これまでも指摘されてきたところである（Tsutsumi 

et al. 2001a : 2001b）。また 2005年の SSM調査データにより中高年層（35歳以上）におけ

る職業性ストレスの規定メカニズムを分析した結果（片瀬 2011）からも，労働時間の長さが，

職業や従業上の地位（正規-非正規）を統制しても，社会的な努力-報酬不均衡をうみ，この

不均衡が職業性ストレスを昂進することが明らかにされている7。

このように産業によっても仕事の自律性が異なり，その結果「不平等な」条件で労働時間

が選択され，職業性ストレスの違いが生み出されるとするなら，産業領域も踏まえて抑うつ

の規定因をさらに探求する必要があるだろう。そこで，以下では産業ごとのコントロール（自

律性）と要求度の違いを考慮して，抑うつの規定因についてマルチレベル分析をおこなう。

この分析モデルは，ミクロレベル（個人）の変数（たとえば職業）がマクロレベルの変数（産

業）の入れ子になっているという階層的なデータ構造を仮定するモデルである。このモデル

では，マクロレベルの独立変数の級内相関も考慮しながら，従属変数を説明するとともに，

AIC（赤池情報統計規準）などの適合度指標を用いて，適合度の高いモデルを探究すること

になる（Kreft and Leeuw 1998＝2009）。

ここでは産業領域を 9つに分け8，マクロレベルの変数とした。そして，独立変数を含まな

いヌルモデルでランダム効果（産業領域）による抑うつ傾向の差異の有無をみたのち，表 1

の重回帰分析に倣って順次，独立変数を投入し，その効果を比較した（表 2）9。以下では産

業領域の効果を考慮していない表 1の結果とも対照しながら，表 2の分析結果をみていこう。

まず独立変数を投入していないモデル V（ヌルモデル）では，産業領域の切片が 0.1%水

準で有意となった。このことから，マクロレベルの水準にある産業領域によって，抑うつ傾

向には有意な差異があることがわかる。次に，個人レベルの変数を投入したモデル VIでは，

  7  　ここでいう「努力-報酬不均衡」とは，ジーグリスト（Siegrist 1969）による職業性ストレスの説明
モデルにおける概念である。彼は，労働における社会的・経済的・心理的報酬と努力の不均衡が職
業性ストレスを生むのみならず，自らの努力が成果を上げないために報酬も低いという認知上の歪
みを生み，さらに仕事にオーバーコミットメントすることでストレスが昂進することを明らかにし
ている。

  8  　具体的には，分布も考慮しながら，調査票にある産業分類を以下の 9領域に分けた。① 機械その
他製造業，② 建設業（含む電気・ガス・水道），③ 運輸・通信・郵便，④ 金融・保険・不動産業，
⑤ 教育・学習支援・医療・福祉，⑥ 小売り・卸・飲食店，⑦ 情報サービス業，⑧ その他サービ
ス業，⑨ 官公庁。

  9  　こうしたマルチレベル分析の手順については，鳶島（2014 : 264-266）参照。なお，この分析では，
産業レベルの変数は産業の平均を用いたうえで全体平均によって中心化し（各産業の群平均から全
体の平均を引いた値を求めて投入した），個人レベルの変数は産業の群平均で中心化してある。また，
この表では示していないが，産業レベルの要求度-コントロール比の平均値を投入すると，個人レベ
ルの要求度-コントロール比も，集団レベルの要求度-コントロール比も有意となるとともに，産業レ
ベルの切片が有意ではなくなっていたので，産業領域ごとの差異は要求度-コントロール比で説明さ
れることが示唆された。
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男性ダミーと年齢が有意な負の効果を示し（男性ほど，年齢が高いほど抑うつ傾向が小さい），

アンダークラスであることは抑うつ傾向を強めるという正の効果がみられた。表 1のモデル

Iと比べると，産業を考慮することによって，モデル Iでは有意となっていなかった男性ダ

ミーの負の効果が有意となり，男性であることが抑うつを緩和する効果が明らかになった。

表 2に戻って，さらに個人・産業レベルで要求度を投入したモデル VIIをみると，個人レベ

ルの要求度は有意であるが，産業レベルの要求度は有意ではなかった。最後にモデル VIIIで，

個人レベルの仕事のコントロールおよび産業レベルの仕事のコントロールの平均値を投入し

た結果，表 1のモデル IVと同様，個人レベルのコントロールは有意な負の値であったが，

産業レベルのコントロールは有意ではなかった。また表 1のモデル IVと異なり，コントロー

ルを投入しても，アンダークラスであることが抑うつを強めている効果は依然として有意で

ある。しかも，このモデルは AICが表 2の 4つのモデルで最も小さく，適合度が高いとい

える。したがって，アンダークラスであることがメンタルヘルスの悪化におよぼす影響は主

として仕事のコントロールの低さに媒介されるものであるという表 1の知見は，個人レベル

の変数と集団レベルの変数の影響を区別せずにみた場合の知見ともいえる。またこのモデル

でも，産業領域の切片は依然として有意であることからみて，産業の効果は，要求度とコン

トロールのみでは説明できないことになる。この点では，個人を超えたレベルで，メタルヘ

ルスを悪化させる要因を探求する必要があるだろう。

表 2　抑うつ傾向の規定因（2）: マルチレベル分析（非標準化係数）

モデル V モデル VI モデル VII モデル VIII

固定効果（個人レベル） 　 　　 　　 　　
男性ダミー －0.486＊＊ －0.701＊＊ －0.243

年齢 －0.061＊＊＊ －0.05＊＊＊ －0.061＊＊＊

新中間層ダミー －0.17 －0.617 －0.315
正規労働者ダミー 0.456 0.171 0.294

アンダークラスダミー 1.174＊＊＊ 1.26＊＊＊ 0.699＊＊

要求度 0.355＊＊＊

コントロール －0.379＊＊＊

ランダム効果（産業領域レベル） 　 　　 　　 　　
産業領域切片 4.597＊＊＊ 4.597＊＊＊ 4.616＊＊＊ 4.597＊＊＊

要求度 G 0.117
コントロール G 　　 　　 　　 －0.161　

適合度指標
AIC 10137.992 10073.39 9822.803 9552.452

注）　＊＊p<0.01　＊＊＊p<0.001
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5.　結論と課題 : 仕事のコントロールの低さが意味するもの

本研究では，アンダークラス，すなわちパート主婦以外の非正規労働者のメンタルヘルス

を悪化させる仕事の条件に注目して分析を進めてきた。分析対象となったアンダークラスは，

1990年代から 2000年代初頭にかけて急増した。これらの人々は，今回の調査からみて，個

人年収は，186万円と極端に低く，世帯年収は 343万円あるが，これは一部の同居家族のい

る世帯によって引き上げられており，34%は 350万円未満，さらに 24.1%は 200万円未満

である。このため貧困率は高く，39%に上っている（橋本 2017, 2018）。これに加えて，橋

本（2017, 2018）によれば，アンダークラスにおいては，男性で有配偶者が少なく，女性で

離死別者が多い，という。すなわち，男性の有配偶率はわずか 26%で，未婚者が 66%に上っ

ている。ここからは，男性稼ぎ手モデル（船橋 1998）のもと，アンダークラス男性が結婚

して家族を形成することが，いかに困難であるかがよくわかる。女性の場合（既婚者は定義

の上でパート主婦に含まれるため，すべてが無配偶者），離死別者の比率は年齢とともに上

がり，既婚女性が離死別を経てアンダークラスに流入してくることが推測される。こうして，

アンダークラスは，「極端に低所得で貧困率が高いのみならず，若年世帯では未婚率が，中

高年世代では未婚率とともに離死別者比率が極めて高いなど，正規労働者とは社会的特性が

大きく異なる」。つまり，「所得水準，生活水準が極端に低く，一般的な意味での家族を形成・

維持することからも排除され，多くの不満を持つ，現代社会の最下層階級である」（橋本

2017）。

本稿では，こうしたアンダークラスにメンタルヘルスという観点から分析を行った。その

分析の結果，個人レベルの分析では，アンダークラスにおける仕事のコントロールの低さが

抑うつ反応の起因となっていることが示された。この「仕事のコントロール」の低さを問題

にする際，カラセクら（Karasek and Theorell, 1990）が念頭に置いているのは，マルクスの

労働過程論である。かつてマルクスは『資本論』で人間の労働過程を昆虫の巣作りと対比し

て，こう書いた。

　蜜蜂はその蝋房の構造によって多くの人間の建築師を赤面させる。しかし，もともと，

最悪の建築師でさえ最良の蜜蜂にまさっているというのは，建築師は蜜房を蝋で築く前

にすでに頭のなかで築いているからである（Marx 1862=1964 : 234）。

すなわち，人間の労働の特質は，昆虫や動物と異なり，労働に先立って頭脳に「構想」が

あることにある。
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このマルクスの着想をもとに，20世紀のアメリカ資本主義社会における労働過程を分析

したブレイヴァマン（Braverman 1974=1978）は，テイラー主義の科学的管理のもと「構想

と実行の分離」がすすんだという10。この科学的管理のもとでも「いぜんとして構想は，実

行に先立ち，実行を規制しなくてはならないが，しかし，ある者
4 4 4

が構想した観念を他の者
4 4 4

が

実行に移す」（Braverman 1974=1978 : 55，傍点原文）ことができる。このうち，企業の経

営方針を「構想」するのは資本家階級であり，それを労働者に媒介するのが新中間階級であ

る。これに対して，それをひたすら「実行」するのが労働者階級である（Braverman 

1974=1978 : 317-444）。

ここから労働過程からの疎外が生じる。すなわち「労働者の活動は，彼の自己活動ではな

いのである。労働者の活動は，他人に属しており，それは労働者自身の喪失なのである」（Marx 

1962=1994 : 92）。こうしたマルクスやブレイヴァマンの議論に言及しつつ，カラセクら

（Karasek and Theorell, 1990 : 77）はこう述べる。「疎外はコントロールの低さ，仕事の要求

の重さ，仕事の不安定性，社会的孤立といった仕事の要因の帰結として生じうる」。こうし

た労働疎外は，今日，労働者階級以下の存在といわれるアンダークラスにおいて先鋭に現れ

る。非正規の地位にあるアンダークラスは，職場の意思決定から疎外され，自分の労働の仕

方についても裁量できる余地が小さい。彼らは自らの労働過程を「構想」することなく，ひ

たすら管理職や正規労働者，派遣先に命じられるままに「実行」しているにすぎない。それ

に加えて，彼らはカラセクらの言う仕事の不安定性，社会的孤立にもさらされている（橋本，

2018 : 79-114）。

ただし，こうしたコントロールの低さを統制しても，マルチレベル分析で産業領域を考慮

すると，アンダークラスであることが抑うつを強めていることも示唆された。したがって，

アンダークラスであることがメンタルヘルスに及ぼす効果は，個人レベルのコントロールの

低さのみによって説明されるものではなく，それ以外の産業領域に関わる要因をさらに探求

していく必要がある。管見の限りでは，産業による抑うつの差異を説明する体系的な理論モ

デルはないが，個人を超えてメンタルヘルスを規定する要因として注目されているのが，組

織的公正の影響がある。

職場組織における公正では，まず報酬の配分や意思決定を生み出す過程における公正さ，

10  　橋本（2017）もまた，ブレイヴァマン（Braverman 1974=1978）の「構想と実行の分離」という概
念をもとに，階級による「労働過程」の違い，すなわち労働疎外の在り方の違いを論じている。橋
本（2017）は，2015年 SSM調査データの分析から，とくに「自分の仕事の内容やペースを自分で決
めることができる」「職場全体の仕事のやり方に自分の意見を反映させることができる」という労働
過程に関わる項目において階級差が表れるとし，構想に関わる労働に関与できる度合いが，資本家
階級で高いのは当然であるとしても，これに次いで新中間階級で高く，アンダークラスでもっとも
低い，という。その結果，「能力が発揮できるチャンスも，また自分の経験を生かすチャンスも，新
中間階級で多く，アンダークラスでは少ない」とされる。
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すなわち手続き的公正（procedural justice）が注目された（Thibau and Walker 1975）。 さら

にこうした組織における意思決定の過程に加えて，部下に対する上司の態度も分配公正に影

響する重要な要素と考えられ，対人的／相互作用的公正（interpersonal/relational justice）に

関心が集まった（Bies and Moag 1986）。この対人的／相互作用的公正には，① 上司が部下

を尊重しているのか，② 部下に対して，上司が意思決定の理由を十分に説明しているのか，

という 2つの次元があるとされる（Bies and Moag 1986）。こうして，労働者のメンタルヘル

スもあり方を検討うえでは，「要求度-コントロール」といった個人レベルの仕事の条件に加

えて，職場における意思決定の公正さも考慮する必要性が指摘されるようになった。

たとえば小売業界の「高度基幹化」した中高年のアンダークラスの意識を調べた津崎

（2009）によれば，彼らがコントロールを欠いたまま要求度の高い仕事を割り当てられるこ

とで，正規雇用者との格差に不公平感を抱くことが多いという。こうした組織内の不公平性

は，ディストレスをさらに昂進する要因となることは，これまでも指摘されてきた（Inoue 

et al. 2010）。今後は個人レベルでの仕事の条件に加えて，組織の公平性というメゾレベルの

要因，さらには産業構造といったマクロレベルの要因も考慮して，基幹労働化したアンダー

クラスのメンタルヘルスを悪化させる要因連関を究明していくことが課題となる。

【付記】

本研究は平成 27～30年度基盤研究（A）「大都市部における格差拡大の進行過程とその社会的帰

結に関する計量的研究」（課題番号 15H01970　研究代表者 : 橋本健二）による成果の一部である。
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